国分寺エリアの「野川整備計画」の早期実現の気運醸成のため「野川源流スクール」（自慢できる源流のまちへ）開講事業募集要項
事業目的
野川について広く子どもから大人まで実践的に学ぶ「野川源流スクール」を実施し、国分寺市に一級河川野川の源流が存在することが知られていない現状を改善するとともに、野川における豪雨対策が遅れている現状を認識してもらうことで防災意識を高め、長年の取組課題となっている野川整備計画の早期実現に向けた市民の気運醸成を図ることを目的とする。
１．事業名
　国分寺エリアの「野川整備計画」の早期実現の気運醸成のため「野川源流スクール」
（自慢できる源流のまちへ）開講事業
２．履行場所　市内小学校（一小、三小、四小、七小）、市内野川周辺、市内公共施設
３．事業内容
（１）第一小学校、第三小学校、第四小学校、第七小学校の四年生を対象にした野川源流スクールジュニア部門（座学、野川散策、検定など）の実施。
（２）高校生以上の市民を対象にした野川源流スクールシニア部門（座学、講習会、野川散策、検定など）の実施。
（３）シニア部門参加者の野川ボランティアガイドの登録。
（４）ボランティアガイドの活用及び育成（野川源流スクールへの運営側としての参加及び野川に関するイベントへの参加など）。
　※（1）及び（2）の参加者へのアンケートで、理解したと回答する受講生の割合が80％以上となることを目標とする。
４．期 間
　　令和８年４月１日から令和９年３月31日まで

５．委託金額  

　　委託事業の予算限度額は1,414,600円（消費税含む。）

６．応募資格  

　以下の「１.」又は「２.」のいずれかに該当し、かつ下記「Ａ」～「Ｆ」の要件を満たす団体とする。
１.特定非営利活動促進法（平成10年法律第7号）に基づき設立された法人であり、かつ２.に掲げる（２）及び（３）に該当する団体であること。
２.主な活動場所又は事務所の所在地が市内にあり、（１）～（４）の要件を満たす市民活動団体であること。
（１）代表者を含み３人以上の役員を置き、かつ、構成員に５人以上の国分寺市民がいること。
（２）1年以上継続した活動を行っていること。
（３）団体の運営に関する会則・規約に基づき民主的に運営され、予算・決算を適正に行っていること。
（４）前年度の決算書、活動報告書、直近年度の予算書、活動計画書があること。
Ａ：暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条（定義）に掲げる暴力団又は暴力団員、国分寺市暴力団排除条例（平成24年条例第21号）第２条（定義）第３号の暴力団員等及びそれらの利益となる活動を行う団体でないこと。
Ｂ：第三者に損害を与えた場合（個人情報に関わる部分も含む。）に、補償等に対応できる保険に加入できること。
Ｃ：法人の場合は最新の事業年度の法人税、法人市民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。団体の場合は代表者が最新の所得税、市民税を滞納していないこと。
Ｄ：宗教の教義の布教等を主たる目的としないこと。
Ｅ：政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反することを主たる目的としないこと
Ｆ：特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条（公職の定義）に規定する公職をいう。）の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれに反することを目的としないこと。

７．応募手続
（１）応募関連様式の配布
　　令和７年10月１日（水）から16日（木）まで
　　※ 土曜日、日曜日及び休日を除く午前８時30分から午後５時まで、緑と公園課で配布。市のホームページよりダウンロードすることも可能です。国分寺市ホームページhttp://www.city.kokubunji.tokyo.jp/（ページ番号：1032828）
（２）募集に係る質疑及び回答

　　質疑　令和７年10月１日（水）から10日(金)まで
　　※ 土曜日、日曜日及び休日を除く午前８時30分から午後５時まで

　　　 質疑の要旨を質問書(様式第１号)に記載し、緑と公園課に持参又はメール、ファクシミリにて送付してください。

回答　随時、回答書(様式第２号)にて質疑者に回答するとともに、必要な事項は市のホームページで告知します。
（３）提出期間及び提出方法

　　提出期間　令和７年10月１日（水）から16日（木）まで
※ 土曜日、日曜日及び休日を除く午前８時30分から午後５時まで
　　　　
提出方法　この事業に応募しようとする団体は、建設環境部緑と公園課
（電話042-325-0129) に事前に連絡のうえ、８に規定する提出書類を持参してください。

８．提出書類
（１）申請書類等提出方法申出書（様式第１号）

（２）申込書(様式第３号)
（３）事業企画書(様式第４号)

（４）過去の活動実績報告書

（５）団体の運営状況に関する書類

　　　　ア　会則、規約 

　　　　イ　令和７年度収支予算書

　　　　ウ　直近年度の収支決算書

（６）法人の場合は最新の営業年度の法人市民税納税証明書の写し(納税義務のない団体は不要)
（７）会員名簿（役員３人、市民５人以上が確認できるもの。確認後、団体へ返却します。）
※提出書類については、返却しません（会員名簿を除く。）。なお、提出書類については、国分寺市情報公開条例（平成11年条例第33号）に基づく、情報公開の対象となります。また、(２)～(５)の書類は審査結果とともに公表します。
９．審査

　　提出された書類について審査を行い、書類審査に通過した提案について内容審査を行い決定します。
（１）書類審査

　　次に該当する応募は、無効又は失格とします。

　　　　ア　資格要件を欠くもの

　　　　イ　提出書類に虚偽の記載があったもの

　　　　ウ　その他選定に係る不正行為があったもの

（２）内容審査

書類審査を通過した提案については、令和７年11月14日（金）開催予定の国分寺市協働事業審査会（以下「審査会」という。)において、別に定める基準に従い下記の事項について審査を行い、最も適当であると認められる団体を選定します。

なお、書類審査を通過したすべての団体は、審査会においてプレゼンテーションを行います。

　　　　ア　業務執行体制の状況

　　　　イ　事業への意欲・熱意

　　　　ウ　事業実施に関する理解力・専門性

　　　　エ　事業効果を高めるための創意工夫・独創性

　　　　オ　団体構成員の能力育成

　　　　カ　費用の妥当性

（３）審査結果の通知

12月上旬頃に審査の結果を全ての団体に書面で通知します。なお、審査の公正・透明性を図るため選定された団体名について公表します。

（４）その他

当該事業に応募する団体が１団体であっても、上記の審査手続を行います。

10．選定結果後の手続
（１）協定書等の作成

　　市と選定された受託団体は、協議して協定書等を作成します。

（２）協定書の締結

　上記(1)による協定書等について、市と受託団体の協議が整ったときは、協定締結を行います。

なお、契約書については（事業実施年度）年度当初予算の議決がされた後に締結します。

11．契約保証金

　　契約事務規則（昭和40年規則第５号）第46条（契約保証金）第２項第７号に基づき免除します。
12．成果物の帰属

　　事業の実施を通じて新たに発生して得られた成果物は、市に帰属します。

　　ただし、受託団体は市の承諾を得てその成果物を使用することができます。
13．問い合わせ先

　　国分寺市建設環境部緑と公園課
　　〒185-8501
　　国分寺市泉町２－２－18　 ３階
　　TEL 042-325-0129
　　FAX 042-325-1380
　　E-mail:midorikouen@city.kokubunji.tokyo.jp
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